
 

「野洲川の取組方針」に基づく平成 29年度の取組内容 

 

番号 取組内容 草津市 守山市 栗東市 野洲市 湖南市 近江八幡市 甲賀市※注 

 

①逃げ遅れをなくすための避難行動、長期的な避難のための取組 

■避難勧告等の発令に着目したタイムラインの作成・活用等 

C 広域的な連携に資するタイムラインへの見直し 

● ● 
H29 年度より他
機関と連携が図
られたタイムラ
インの策定に向
けて取組中 

● ● 
検討中 

● 
検討中 

○  

■ハザードマップの作成・周知等 

D 

想定最大規模洪水の洪水浸水想定区域を考慮し

たハザードマップの更新（避難経路の追加等）

および周知 

● 
H32 年度 

更新準備中 

 
H31 年度以降 
更新予定 

 
H31 年度以降 
更新予定 

 
H31 年度以降 
更新予定 

 
H31 年度以降 
更新予定 

 
H32 年度以降 
更新予定 

 

E 
長期間に及ぶ浸水継続地域、野洲川上流や日野

川等の氾濫も想定した広域的な避難計画の作成 
● ● ● ● ● ○  

G 
逃げ遅れをなくすため、高齢者及び避難行動要

支援者の避難計画の作成 
○ ○ ● ○ ○ ○  

G 避難誘導マニュアルの作成 継続 継続 継続 継続 継続 
継続 
H28.1 

指針作成 
 

■防災に関する啓発活動、水害（防災）教育の拡充 

H 
防災に関する補助教材を活用した小中学校と連

携した防災に関する出前講座の取組 
継続 継続 継続 継続 継続   

H 「我が家の避難カード」の作成 継続 継続 

継続 
H26 に作成・全戸
配布、H31 以降に
再度作成予定 

継続 継続   

H 小学生等を中心とした避難経路の安全利用点検 継続 継続 継続 継続 継続   

H 
地域住民と連携したサイクリングによる避難経

路・野洲川周辺の現地調査 
○ ○ ○ ○ ○   

■避難行動のための情報発信等 

F 
避難情報を各世帯へ確実に届けるため防災行政

無線等の普及（無線のデジタル化等） 

継続 
屋外スピーカー
１基増設、 

移動系防災行政
無線は 4基増設 

継続 
登録制メールに
加え、本市に適
した情報伝達手
段を検討中 

継続 
移動系防災行政
無線は H30 以降
整備(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化) 

継続 
デジタル化済、 
新スプリアス対
応を検討中 

継続   
 

※注 県管理区間の取組方針策定とあわせて平成２９年度から検討を進める。  

（●：モデル市としての取組   ○：モデル市の取組状況や国・県の支援等を受けて実施する取組） 
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番号 取組内容 草津市 守山市 栗東市 野洲市 湖南市 近江八幡市 甲賀市※注 

■避難行動のための情報発信等 

F 

避難情報を対象者へ確実に届けるためにケーブ

ルテレビや防災メールへの登録、配信サービス

や SNS の活用等 

継続 
約 6,000 人 
がメール登録 

継続 
約 5,400 人 
がメール登録 

 

継続 
約 2,700 人 
がメール登録 

継続 
メールサービス

を統一 
約 4,000 人 

がメール登録 

継続 
約 11,600 人 
がメール登録 

継続 
タウンメール・
ケーブルテレビ

で配信 

 

 

②確実な避難時間の確保、浸水被害軽減のための水防活動の取組 

■水防体制の強化 

I 水防団員や消防団員の募集の強化 
継続 継続 継続 継続 

必要団員数 
を確保済み 

継続 継続  

I 
自主防災組織の活用、強化（組織の育成や立上

げサポート等） 

継続 
209 町内会中、
200 町内会で 
結成済み 

継続 
70 自治会 

全てで結成済 

継続 
124 自治会中、
118 自治会 
で結成済み 

継続 
作成済み 

● 
43 区 

全てで結成済み 

継続  

I 水防技術に関する勉強会の実施 
継続 継続 

毎年、防災訓練
時に実施 

継続 
毎年実施 

継続 
毎年実施 

継続   

J 市を越えた水防訓練の検討 
 ● 

H30 年度予定 
 ● 

出来ていない 
 継続 

竜王町と 
合同訓練 

 

J 
防災組織の連絡が迅速かつ円滑に行える MCA 無

線の整備 

継続 
16 台を維持管理 

継続 
整備済 

継続 
17 台を維持管理 

継続 
消防団に整備済 

－   

■水防活動支援のための情報公開、情報共有 

K 
重要水防箇所の情報共有と関係市による共同点

検（国管理区間） 
継続 継続 継続 継続 継続   

K 
重要水防箇所の情報共有と関係市による共同点

検（県管理区間） 
○ ○ ○ ○ ○   

 

③生活再建、社会経済活動を一刻も早く回復させるための復旧活動の取組 

■排水活動及び施設運用に関する取組 

M 
基地被災時を想定した衛星通信車や対策本部車

を利用した訓練の実施 
● ● ● ●    

M 
浸水が 4 週間以上に及ぶ湖岸地域の早期復旧に

資する資機材の広域的な輸送計画の作成 
○ ○ ○ ○ ○   

M 広域的に資材を運用するための調整の実施 ○ ○ ○ ○ ○   

：協議会全体の取組 ：国または県と協働した取組  

※注 県管理区間の取組方針策定とあわせて平成２９年度から検討を進める。 

（●：モデル市としての取組   ○：モデル市の取組状況や国・県の支援等を受けて実施する取組） 
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取組内容 出水期前に懇談会においてホットラインの連絡体制を確認

緊急行動計画に伴う取組

目的 避難勧告等の発令に着目したタイムラインの作成・活用等

滋賀県

・協議会の場等を活用し、洪水予報河川および水位周知河川の沿川市等と河川管理者においてホットラインを構築
・毎年、出水期前に協議会の場等において連絡体制を確認

取組概要

取組内容および結果

・毎年、出水期前に連絡体制の確認を行う

今後の予定

★平成29年6月末時点で、全
ての市とホットラインを構築

★平成29年度より試行版とし
て運用を開始

★平成29年度運用実績
台風第21号 16回
（野洲川地域安全懇談会エリア）

※　水防法第12条に基づく水位の通報等は水防計画で定めるところにより土木防災情報システムによる。

※　一連の降雨・洪水における最初の機会に実施することを基本とする。

※　諸般の事情により、河川管理者から情報提供できない場合もあり得る。

※　必要に応じて市町からも情報伝達や問合わせを行う双方向の体制とする。

※　連絡先は勤務公所を基本とするが、両者で確実に直接伝達できる措置を講ずること。

〔対象河川・水位観測所〕

-

〔水防情報〕

連絡先

土木事務所（河川管理者）

避難勧告/避難指示（ 緊急）

避難準備・高齢者等避難開始

【○○市町】

氾濫注意情報

077-524-xxxx

②次長 077-524-xxxx

-

概念図

Leve l 5

Level 2

氾濫の発生

氾濫危険水位

避難判断水位

氾濫注意水位

Level 1

Level 0

洪水対応 ホットライン 要領（案）
〔　平成30年度版　〕

水防団待機水位

既往最高水位

一覧表

河川名

氾濫危険水位

避難判断水位

氾濫注意水位

水防活動等

避難完了

避難所開設

水防団出動

水防団配備水防団待機水位

水位の情報
危険度レベル

市町（水防管理団体）

避難情報

洪水予報河川

氾 濫発生情報

氾 濫危険情報

氾 濫警戒情報

水防警報河川

水防警報（出動）

水防警報（準備）

水位周知河川

氾濫危 険情報

①危機管理課長 ○○ ○○ 077-528-xxxx

②配備班長 077-528-xxxx

-

①河川砂防課長 ○○ ○○ 077-524-xxxx

②水防班長 077-524-xxxx

土木事務所（河川管理者） 市町（水防管理団体）

①市町長 ○○ ○○ 077-528-xxxx

②副市町長 ○○ ○○ 077-528-xxxx

①所長 ○○ ○○

○○ ○○

水位周知河川発表種別

ネック地点

堤防天端換算水 位

水位観測所名

洪水予報河川

氾濫までの想定時間

水位上昇速度

-

Level 4

Level 3

ホットライン

ホットライン

Level 4

Level 3
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取組内容 要配慮者利用施設の避難確保計画作成等への支援

緊急行動計画に伴う取組

滋賀県

・要配慮者利用施設の避難確保計画作成への支援

取組概要

取組内容および結果

・要配慮者利用施設の避難確保計画作成について、モデル施設を圏域で1施設選出し、計画作成を支援する予定

今後の予定

取組の流れ 実施機関 実施年度

①
各要配慮者利用施設（社会福祉施設・医療提供施
設・学校施設等）における水害・土砂災害リスク
を抽出し、市町に情報提供

滋賀県
健康福祉政策課
流域治水政策室

H29年度

②
要配慮者利用施設に係る避難確保計画作成の手引き
（案）【水害・土砂災害編】(滋賀県版)の作成と周
知

滋賀県 砂防課
流域治水政策室

③ 市町地域防災計画への位置づけに関する意見交換 協議会担当者会議

取組①

各要配慮者利用施設（社会福祉施設・
医療提供施設・学校施設等）における水害・
土砂災害リスクの抽出結果【提供資料例】

【水害リスク】
浸水想定区域図・地先の安全度マップ

【土砂災害リスク】
土砂災害警戒区域
土砂災害危険箇所

施設名

市町 浸水 土砂

近江八幡市 178 12

草津市 177 0

守山市 201 0

栗東市 97 2

甲賀市 85 16

野洲市 125 4

湖南市 63 22

取組②

要配慮者利用施設に係る
避難確保計画作成の手引き
（案）【水害・土砂災害編】(滋賀県版)

要配慮者利用施設に係る避難確保計画作成の手引き（案）【水害・
土砂災害編】（滋賀県版）を作成し、説明会を実施。

取組③

下記の取扱いについて、19市町の意向調査を行い、各圏域担当者会
議等において意見交換を実施。

水防法等の対象外である「地先の安全度マップ」や「土砂災害危
険箇所」で示されたリスク
50cm未満の水害リスク
位置づける施設の種類（通所と入所、有床診療所と一般診療所）

※ＧＩＳを用い代表地点住所情報より
算定した概数

抽出した各リスク毎の施設数
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取組内容 危険性の高い中小河川における避難判断の目安の検討

緊急行動計画に伴う取組

目的 河川水位等に係る情報の提供

滋賀県

・上流の雨量観測所データから、荒川の溢水時期を判断するための雨量～水位関係を検討

取組概要

取組内容および結果

・荒川の雨量～水位関係の精度向上のため、宮町の雨量観測所だけでなく、花園・伴中山の雨量観測所についてもデータとの相関を継続
して確認していく予定

今後の予定

★雨量～水位関係の向上にあたり、洪水
時の河川水位監視箇所にて水位観測に
よるデータ蓄積を行った。

検証に用いたピーク水位平成29年度水位観測結果（5月～11月）荒川

【平成29年度水位観測結果（荒川）】

三雲公民館前で水位連続観測を行った。
【水位計設置箇所位置図（荒川）】

12



取組内容
早期に氾濫が発生する地域等における洪水時の避難勧告等の発令判断に
活用するため簡易水位計・量水標を設置し情報共有

県管理河川への拡大に伴う取組

目的 避難行動、水防活動、復旧活動に資する基盤等の整備

滋賀県

・地域住民等による水位情報取得を支援するため、中小河川等に塗装による簡易量水標を設置

取組概要

取組内容および結果

背景図出典：
国土地理院基盤地図

背景図出典：
国土地理院基盤地図

設置状況（宮川）

設置状況（祖父川）

湖南市石部

湖南市下田
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